









そして，2014年６月24日（平成26年６月24日）政府は「日本再興戦略─ JAPAN is 
BACK ─」の改訂版として「『日本再興戦略』改訂2014─未来への挑戦」を公表した。「『日














































































































































































































































































































































































































（5） Ministry of Finance “Report on Japanese Taxation by Shoup Mission” 1949（『シャウプ使節団日本税制報
告書（復元版）』日本税理士会連合会出版局，1979年，70頁～71頁）
（6） 大蔵省主税局調査課編，前掲（注４），280頁































































































NISA の創設も２年延長となったが，その間の2013年度（平成25年度）改正で NISA の非
課税投資額や口座開設期間拡充等（18），2014年度（平成26年度）改正で NISA 口座を開設する




















制 度 利 用 対 象 者 20歳以上の居住者等
非 課 税 対 象 非課税口座内の少額上場株式等の配当，譲渡益




非 課 税 投 資 総 額 最大500万円（100万円×５年間）
口 座 開 設 期 間 2014年（平成26年）１月１日から2023年（平成35年）12月31日までの10年間
保 有 期 間 最長５年間，途中売却自由
損益通算・繰越控除 特定口座等で生じた配当・譲渡益との損益通算不可，繰越控除不可
口 座 開 設 数 １人１口座


















































ら，PEP（Personal Equity Plan：個人持株制度）及び TESSA（Tax Exempt Special Savings 
Account：免税特別貯蓄口座）が創設，利用されてきた（22）。そして，これらを整理・統合












現在 ISA は，「株式型 ISA（stocks and shares ISA）」と「預金型 ISA（cash ISA）」の
２種類となっている。両制度の概要が表３である。





（22） 金子久「英国の資産形成支援制度 “ISA”」『証券アナリストジャーナル』Vol.52 No.5,2014年５月，９頁













株式型 ISA 預金型 ISA
制 度 利 用 対 象 者 18歳以上の英国居住者 16歳以上の英国居住者













口 座 開 設 期 間 恒久
非 課 税 期 間 恒久
口 座 開 設 数 と
金 融 機 関 の 変 更
株式型，預金型それぞれ１金融機関でのみ開設可能
翌年度ならば別の金融機関で口座開設可能
合 計 年 間 限 度 額
株式型 ISA と預金型 ISA の合計年間限度額は11,520ポンド
※2014年７月からは15,000ポンド
所 得 制 限 なし
引 出 制 限 なし










ジュニア ISA の概要を示したものが表４であり，ジュニア ISA も通常 ISA 同様，株式
型ジュニア ISA と預金型ジュニア ISA がある。また，子が18歳になると通常の ISA に移
管される。














口 座 開 設 者 親権者 親権者
口 座 名 義 人 子 子
受 益 者 子 子
資 金 拠 出 者 親・祖父母等 親・祖父母等


















口 座 開 設 数 と
金 融 機 関 の 変 更
株式型，預金型それぞれ１人１金融機関でのみ開設可能
（別の金融機関で口座開設の場合は保有する金融商品すべて移管が必要）
合 計 年 間 限 度 額
株式型 ISA と預金型 ISA の合計年間限度額は3,720ポンド
※2014年７月からは4,000ポンド
所 得 制 限 なし
引 出 制 限 子が18歳になるまで引出制限有（死亡又は重篤な病気の場合は除く）






























































そこで，NISA が見本とした英国の ISA について概観すると，英国 ISA は制度創設の
背景に預金促進の目的もあったことから，株式型 ISA の他，預金を対象とする預金型









のためには，英国のジュニア ISA のうち株式型ジュニア ISA を基礎とした制度を創設す
ることが求められる。本制度創設により，50代以上の者から若い世代への資金移転が促進





































（Individual Savings Account），金融取引税（Financial Transaction Tax）の動向を確認
し，前述の税制面の戦略のうち，特に個人金融資産を成長マネーに向かわせるための戦略，
すなわち，我が国の経済成長に寄与する金融所得課税のあり方について検討した。
我が国における経済成長に寄与する金融所得課税は，諸外国の潮流に従い，金融所得に
ついて税率を比較的低い20％に統一するとともに金融所得間の損益通算範囲を拡大するこ
と，つまり金融所得一体化課税を採ることで個人金融資産を経済成長マネーに活用するこ
とが求められる。さらに，現行の NISA について限度額の拡充，制度の恒久化，英国版ジュ
ニア NISA 制度のような制度の導入等，より利用しやすい制度への改正が求められる。し
かし，この改正は多額の所得を得る高所得者優遇との批判も出かねない。
そこで，フランスが既に導入し，EU で導入が検討されている金融取引税を我が国でも
導入することで，高所得者優遇という批判を回避することが可能となろう。また，金融取
引税の本来の目的である国際的格差是正，つまり，その収入の一部を貧しい国援助に使用
することを明示することで本税導入に対する批判も和らげることができる。
つまり，我が国で個人金融資産を経済成長に有効活用するためには，資産性所得，特に
金融所得については税負担を軽減する制度を導入するとともに，本軽減策導入に伴い生じ
る高所得者優遇との批判を和らげるために，金融取引税を導入することが求められるので
ある。そして，本稿で検討がかなわなかったが，金融所得一体課税の導入とともに租税回
避防止のための納税者番号制度の導入は必須であることも付言しておきたい。
